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１　はじめに

　法務業務の効率化は多くの法務部門が直面し
ている課題だが、これに関して、昨今では、
リーガルオペレーションズや法務業務のアウト
ソーシングという言葉を目にする機会が増えた。
業務効率化は法務領域に限った話ではなく、ビ
ジネスの世界では、ビジネス・プロセス・アウ
トソーシング（以下、「BPO」という）の市場規
模の成長が堅調である。IDC の調査によると、
2022年の国内 BPO サービス市場（支出額ベー
ス）規模は9,300億円、前年比成長率は5.0％、
2022年から2027年の年間平均成長率は3.9％、
2027年における市場規模は１兆1,242億円にな
ると予測されている（IDC「国内ビジネスプロセ
スアウトソーシングサービス市場予測、2023年〜
2027年」（IDC#JPJ49210723、2023年３月発行））。
　アクセンチュアでは、オペレーションズ コ
ンサルティング本部を擁し、クライアントに
BPO サービスを提供している。そこで、ビジ
ネスの世界でますます重要性を増す BPO につ
いて要点を概観し、法務業務効率化に生かせそ
うな視点がないかを検討したい。

２　BPOの要点

　⑴　BPOとは
　BPO とは、業務管理、業務機能や
業務実行など一連の業務プロセスを外
部委託することをいう。BPO により
提供される業務内容は多岐にわたり、
理論上は、定型化可能な業務であれば
すべて BPO の対象となりうる。
　⑵�　BPO活用のメリット・デメ

リット
　BPO 導入のメリットとしては、コ
スト削減や業務効率化が挙げられる。
まず、コスト削減について、業務を外

部に委託することで、人件費の安い場所に業務
を集約し、人材の採用や教育、インフラ設備の
負担を軽減できる。次に、業務効率化だが、
BPO 検討対象の業務に対しては、外部に委託
する前工程として、そもそも業務に無駄や重複
がないか、プロセスの簡素化ができないかと
いった検討がなされる。業務の可視化・整理を
行うことで、BPO 対象の業務自体がより効率
的なプロセスに再構築される。
　他方で、BPO を導入するデメリットあるい
はリスクとしては、委託者側の社内で該当業務
に関するノウハウが今後蓄積されなくなる点や、
BPO によりコスト削減や業務効率化を目的に
したものの、いざ実施してみると委託者の社内
ですでに業務効率化が図れておりコスト削減の
余地がほとんどなく、逆に業務プロセスが複雑
になり非効率となってしまうリスクが挙げられ
る。
　⑶　対象範囲
　BPO の対象範囲を検討するに当たっては、
コア業務とノンコア業務という視点がある。コ
ア業務とは、一般的に、直接的に売上げや利益
に直結する業務を指し、ノンコア業務とは、コ
ア業務を支援する業務をいう。基本的には、ノ
ンコア業務を BPO の対象範囲とすることで、
本来コア業務に集中すべき従業員の業務範囲か
らノンコア業務を切り分け、当該従業員がコア
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業務に集中できる環境を作り、コア業務の生産
性向上を図ることが BPO 活用の重要な目的の
１つとなる。なお、規制業種などにおいては法
律上第三者への委託が認められない業務が含ま
れないかの精査が必要となる場合もある。

３　法務業務効率化への示唆

　BPO の視点から法務業務を見た場合に、何
が対象範囲となりうるのか、活用の可能性があ
る部分は何かを検討したい。また、アクセン
チュアでの具体例も併せて紹介する。
　⑴　対象範囲
　まず、対象範囲について、上記のコア業務・
ノンコア業務の視点からすると、法務部門に
とって中心的な価値は、会社のビジネスや事業
戦略への深い理解に基づいた法的アドバイスの
提供や法務リスクマネジメントであろう。これ
に対して、ノンコア業務は、定型的・類型的な
事務作業に分類されるもの、たとえば契約書の
製本・捺印対応や、契約条件が定型化された少
額の契約書のチェックなどが考えうる。
　また、法務業務については規制法の検討も必
要である。たとえば、契約に関連する業務では、
製本や捺印作業などの事務作業は第三者に業務
委託することは可能だが、契約書の内容を審査
することは、弁護士以外による法律事務を禁じ
る弁護士法72条に抵触する恐れがあるため、法
律事務所でない一般企業に対して委託すること
はできない。
　⑵　活用の可否
　次に、対象範囲となりうるとしても、BPO
を活用するメリットがデメリットを上回る必要
がある。このメリットを検討するうえで最も
ネックになるのがコスト面であろう。上記のと
おり契約書の内容審査を一般企業に外部委託す
ると弁護士法に抵触する恐れがあるが、かと
いって法律事務所に契約審査をアウトソーシン
グすると一般的には費用が高額となり、コスト
削減は達成できない。
　この点、リーガルテクノロジーの進歩も著し
いため、法律事務所がツールなどを活用して契

約審査にかかる工数を大幅に圧縮し、コスト削
減を実現できれば、リーガルテクノロジーと運
用を組み合わせた契約審査サービスとして活用
余地はあるのではないかと思う。外部ツールの
導入となると、企業によっては社内のセキュリ
ティ要件などに阻まれ導入できないところもあ
るかもしれないが、弁護士事務所の契約審査
サービスという形であれば活用範囲も広がる可
能性はあるだろう。
　⑶　アクセンチュアでの具体例
　アクセンチュアが受託した BPO の中で法務
業務に関連するものとしては、捺印業務や契約
書管理の例はあるものの、ケースとしては非常
に限られる。また、この場合でも、当該業務の
みを受託するというよりは、クライアント企業
の間接部門業務を広く BPO として受託する中
のごく一部として含まれていた場合であった。
法務業務は、業務ボリュームが他部門の業務と
比べると少なく、集約化・定型化が難しい場合
が多いのが一因ではないかと思われる。
　なお、アクセンチュアの法務部門においては、
社内アウトソーシングのような形で、各国の定
型業務を集約したデリバリーセンターを人件費
の安い場所に設け、業務の集約化・効率化を
行っている。とはいえ、従来クライアント向け
のデリバリーセンターとして機能していた拠点
に社内向けサービスを追加した形であるため、
このような設備をもともと持たない企業にとっ
ては費用対効果の点からも導入の障壁は高いだ
ろう。

４　今後の展望

　このように、法務業務において BPO の活用
余地はまだ限られる印象ではあるが、活用に向
けた検討をすることにより、法務部門の中心的
な価値は何か、業務を整理・仕分けする契機に
はなると思われる。また、リーガルテクノロ
ジーの活用により契約審査コストを削減し、各
社の法務業務を集約するようなサービスが生ま
れれば、BPO の活用余地もあるのではないか
と思う。今後の進展に注目したい。


